
データヘルス計画
第2期計画書

最終更新日：平成 30 年 01 月 26 日

千葉県自動車販売整備健康保険組合

平成30年1月26日  [ この内容は未確定です。] 



STEP１-１ 基本情報
組合コード 44250
組合名称 千葉県自動車販売整備健康保険組合
形態 総合
業種 その他のサービス業

平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
被保険者数
* 特例退職被保
険者を除く

7,112名
 男性81%
（平均年齢43.9歳）*

女性19%
（平均年齢42.7歳）*

-名
 男性-%
（平均年齢-歳）*

女性-%
（平均年齢-歳）*

-名
 男性-%
（平均年齢-歳）*

女性-%
（平均年齢-歳）*

特例退職被保険
者数

0名 -名 -名

加入者数 13,272名 -名 -名
適用事業所数 370ヵ所 -ヵ所 -ヵ所
対象となる拠点
数

370ヵ所 -ヵ所 -ヵ所

保険料率
*調整を含む

98‰ -‰ -‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 0 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

事業主 産業医 0 0 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

第2期における基礎数値
特定健康診査実施率
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 3,380 ∕ 5,633 ＝ 60.0 ％
被保険者 3,140 ∕ 4,134 ＝ 76.0 ％
被扶養者 240 ∕ 1,499 ＝ 16.0 ％

特定保健指導実施率
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 28 ∕ 875 ＝ 3.2 ％
被保険者 28 ∕ 845 ＝ 3.3 ％
被扶養者 0 ∕ 30 ＝ 0.0 ％

平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 16,202 2,278 - - - -
特定保健指導事業費 13,573 1,908 - - - -
保健指導宣伝費 10,896 1,532 - - - -
疾病予防費 81,412 11,447 - - - -
体育奨励費 3,165 445 - - - -
直営保養所費 0 0 - - - -
その他 0 0 - - - -
　
小計　…a 125,248 17,611 0 - 0 -
経常支出合計　…b 3,529,943 496,336 - - - -
a/b×100 （%） 3.55 - -

平成30年1月26日  [ この内容は未確定です。] 
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平成30年度見込み 平成31年度見込み

平成32年度見込み

(歳)

(人)

70-74
65-69
60-64
55-59
50-54
45-49
40-44
35-39
30-34
25-29
20-24
15-19
10-14

5-9
0-4

1000 500 0 500 1000
男性(被保険者) 男性(被扶養者) 女性(被保険者) 女性(被扶養者)

平成30年1月26日  [ この内容は未確定です。] 
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男性（被保険者）
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 8人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 396人 25〜29 529人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 616人 35〜39 663人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 846人 45〜49 844人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 615人 55〜59 547人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 372人 65〜69 211人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 112人 70〜74 -人 70〜74 -人

男性（被扶養者）
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
0〜4 414人 5〜9 501人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 469人 15〜19 457人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 224人 25〜29 21人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 16人 35〜39 6人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 5人 45〜49 2人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 1人 55〜59 1人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 6人 65〜69 3人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 12人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被保険者）
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 15人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 128人 25〜29 176人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 138人 35〜39 129人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 169人 45〜49 181人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 155人 55〜59 96人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 55人 65〜69 60人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 51人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被扶養者）
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
0〜4 403人 5〜9 410人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 445人 15〜19 431人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 191人 25〜29 139人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 221人 35〜39 302人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 370人 45〜49 316人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 208人 55〜59 181人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 179人 65〜69 131人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 95人 70〜74 -人 70〜74 -人

基本情報から見える特徴
千葉県内の自動車販売整備業の健康保険組合である。
その業務内容から、男性の被保険者が８割以上を占めている。
被保険者の平均年齢は43.7歳で、全国平均の41歳よりも若干高め。被扶養者は25歳以降は女性がほとんどを占める。

平成30年1月26日  [ この内容は未確定です。] 
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STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴
１．特定健康診査における被扶養者の受検率が低い。
２．特定保健指導をあまり行っていない。
３．人間ドックの受検者が年々増加しており、予算を圧迫しつつある。

職場環境の整備
1 健康診断

加入者への意識づけ
1 機関紙の発行
2 医療費の通知
3 健康者表彰
4 ホームページの公開並びに活用
5 訪問保健指導
6 ジェネリック医薬品利用促進
7 育児図書の配布

個別の事業
1 特定健康診査
2 特定保健指導
3 人間ドックの補助
4 人間ドック以外の諸検診の補助
5 集団胃検診
6 インフルエンザの予防接種の補助
7 潮干狩り
8 契約宿泊施設の補助
9 東京ディズニーリゾートの補助

事業主の取組
1 定期健康診断

平成30年1月26日  [ この内容は未確定です。] 
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健康診断

【 健保組合の取組 】職場環境の整備
No. 内容

1 事業名
予算科目 疾病予防 事業の目的

および概要
【目的】被保険者の健康保持増進
【概要】被保険者の健康診断について、１人につき4,000円の範囲で助成を行う。

事業分類 3-ア, 3-イ

事業費(千円)
9,300 千円

対象者
資格  被保険者 対象事業所  全て 性別  男女 対象者分類  全員
年齢  15 〜 39

振り返り

評価 ４．80%以上

実施状況・時期
 
４〜５月に巡回で特定健診と併せて、県内29箇所にて行う。
また、事業所独自で健康診断を行った場合も助成する。

成功・推進要因
健康保険組合の健康保持増進の対象は特定健診受診者だけでなく、被保険者全体であることを前提にして助成を行っているため、事業主にも受け入られやすい
。
課題及び阻害要因  特になし

平成30年1月26日  [ この内容は未確定です。] 
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機関紙の発行

医療費の通知

健康者表彰

【 健保組合の取組 】加入者への意識づけ
No. 内容

1 事業名

予算科目
保健指導宣伝 事業の目的

および概要
【目的】情報発信
【概要】組合の現況、予算決算、事業の実施状況、公示その他健康保険に関する事項等の広報宣
伝として配布

事業分類 5-ウ

事業費(千円)
2,589 千円

対象者
資格  被保険者 対象事業所  全て 性別  男女 対象者分類  全員
年齢  15 〜 74

振り返り

評価 ４．80%以上

No. 内容
2 事業名

予算科目
保健指導宣伝 事業の目的

および概要
【目的】医療機関ごとの医療費の確認
【概要】年２回、医療費についてのお知らせを、窓口負担3,000円以上のレセプトについて事業
所経由で通知する。

事業分類 8-ウ

事業費(千円)
380 千円

対象者
資格  被保険者・被扶養者 対象事業所  全て 性別  男女 対象者分類  全員
年齢  0 〜 74

振り返り

評価 ４．80%以上

No. 内容
3 事業名

実施状況・時期  年２回および新年特別号。
成功・推進要因  情報発信としては申し分ない手段。
課題及び阻害要因

 
読まずに捨てている事業所があること。
配布してもちゃんと読まずにしまっていたり、被扶養者にも回覧させていないことが多い。

実施状況・時期  ９・３月に通知。
成功・推進要因  事業所の協力により、該当者へ通知書を配布。
課題及び阻害要因  平成25年度までは年4回の通知を行っていたが、コストがかかりすぎるため、平成26年度より年2回に変更。

平成30年1月26日  [ この内容は未確定です。] 
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ホームページの公開並びに活用

訪問保健指導

予算科目
保健指導宣伝 事業の目的

および概要
【目的】健康増進
【概要】２年以上無受診者と、５年以上無受診者に記念品を贈呈し、健康への意識づくりを行う
。

事業分類 5-エ

事業費(千円)
2,884 千円

対象者
資格  被保険者 対象事業所  全て 性別  男女 対象者分類  基準該当者
年齢  17 〜 74

振り返り

評価 ３．60%以上

No. 内容
4 事業名

予算科目
保健指導宣伝 事業の目的

および概要
【目的】情報発信
【概要】インターネットを通じて当健康保険組合の事業状況、保険給付、保健事業の内容等をホ
ームページにリアルタイムで公開。

事業分類 2-ア

事業費(千円)
363 千円

対象者
資格  被保険者・被扶養者 対象事業所  全て 性別  男女 対象者分類  全員
年齢  0 〜 （上限なし）

振り返り

評価 ３．60%以上

No. 内容
5 事業名

予算科目 疾病予防 事業の目的
および概要

65歳以上の被保険者および被扶養者を任意で抽出し、外部業者より保健師を派遣して健康状況、
医療機関へのかかり方等を指導する。

事業分類 4-ウ

実施状況・時期  ２月に表彰。
成功・推進要因

 
記念品を設定することにより、健康保険被保険者証の使用を抑制する。
また、健康に対して向き合うようになる。

課題及び阻害要因  対象者が満足できるような記念品の選定。

実施状況・時期
 
変更があった事業等についてリアルタイムで配信。
季節疾病情報を掲載。

成功・推進要因
 
届出書等のダウンロードもできるようにしてあるので、各事業所担当者の利用頻度が高い。
また、健保からの届出書の送料軽減にも一役。

課題及び阻害要因  ホームページを知らない人への対処。

平成30年1月26日  [ この内容は未確定です。] 
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ジェネリック医薬品利用促進

育児図書の配布

事業費(千円)
730 千円

対象者
資格  被保険者・被扶養者 対象事業所  全て 性別  男女

対象者分類  基準該当者 年齢  65 〜 74

振り返り

評価 ４．80%以上

No. 内容
6 事業名

予算科目
保健指導宣伝 事業の目的

および概要
【目的】ジェネリック利用促進
【概要】ジェネリック医薬品の利用を、希望シールの配布、機関紙等により啓蒙し、促進を図る
。

事業分類 8-ウ

事業費(千円)
281 千円

対象者
資格  被保険者・被扶養者 対象事業所  全て 性別  男女 対象者分類  全員
年齢  0 〜 74

振り返り

評価 ３．60%以上

No. 内容
7 事業名

予算科目
保健指導宣伝

事業の目的
および概要

【目的】赤ちゃんが誕生した方への情報発信
【概要】赤ちゃんが誕生した被保険者とその家族に対し、月刊「赤ちゃんとママ」を、誕生時及
び医者にかかるまでのことや育児の悩み等についての参考図書、及び情報誌として１歳になるま
で配布。
季刊「１，２，３歳」を追加配布。

事業分類 -

事業費(千円)
1,398 千円

対象者
資格  被保険者 対象事業所  全て 性別  男女 対象者分類  基準該当者
年齢  15 〜 74

実施状況・時期  平成27年度より、年度後期に行っている。
成功・推進要因  -
課題及び阻害要因  -

実施状況・時期
 
シール及びパンフレットを、機関紙配布時に同梱して配布。
また、新規適用時に健康保険被保険者証と同梱して配布。

成功・推進要因  シールとパンフレットの配布のみなので、手軽にできた。
課題及び阻害要因  平成26年度より個別にジェネリックにした場合の差額通知を発送。

平成30年1月26日  [ この内容は未確定です。] 
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振り返り

評価 ４．80%以上

実施状況・時期  赤ちゃんとママを毎月配布。
成功・推進要因

 
核家族化に伴い育児についてアドバイスをしてくれる人が少なくなったため、こういった育児情報誌の需要は多い。
アンケート等でも非常に好評である。

課題及び阻害要因  特になし

平成30年1月26日  [ この内容は未確定です。] 
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特定健康診査

特定保健指導

【 健保組合の取組 】個別の事業
No. 内容

1 事業名

予算科目
特定健康診査事業

事業の目的
および概要

【目的】生活習慣病の予防
【概要】４０歳以上７５歳未満の被保険者及び被扶養者に対し特定健康診査を行い、各１人につ
き4,200円の助成を行う。
なお、被扶養者で基本項目のみの場合は1,000円を自己負担とし、残りの費用についての助成を
行う。

事業分類 3-ア

事業費(千円)
16,202 千円

対象者
資格  被保険者・被扶養者 対象事業所  全て 性別  男女 対象者分類  全員
年齢  40 〜 74

振り返り

評価 ３．60%以上

No. 内容
2 事業名

予算科目
特定保健指導事業

事業の目的
および概要

【目的】生活習慣病の予防
【概要】４０歳以上７５歳未満の被保険者及び被扶養者の特定健康診査の結果により、動機付け
支援・積極的支援該当者に対して、それぞれ自己負担の費用を２割とし、残りの費用についての
助成を行う。

事業分類 1-ウ, 2-イ, 4-ア, 4-イ, 6

事業費(千円)
13,573 千円

対象者
資格  被保険者・被扶養者 対象事業所  全て 性別  男女

対象者分類  基準該当者 年齢  40 〜 74

振り返り

評価 １．39%以下

実施状況・時期  4〜5月に巡回（県内29カ所）にて行うとともに、事業所独自で行った場合も助成。
成功・推進要因  事業主健診と一緒に行っているので、被保険者の受診率は高い。
課題及び阻害要因

 
被扶養者の受診率の向上が必須。
広報等により周知徹底、及び受診料の自己負担無料化等の検討も必要と思われる。
（他健保は無料としているところが多い）

実施状況・時期  事業所と協力して実施
成功・推進要因

 
健康保険組合連合会千葉連合会との共催による、特定保健指導を利用したため費用的には安く済んだ。
また、平成29年度より当健康保険組合独自でも特定保健指導を行っている。

課題及び阻害要因
 
動機付け支援・積極的支援該当者となっても、保健指導を受けてくれる人がいない。
事業所の協力が必要であることと、自分自身の健康状況の把握が必要。

平成30年1月26日  [ この内容は未確定です。] 
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人間ドックの補助

人間ドック以外の諸検診の補助

No. 内容
3 事業名

予算科目
疾病予防 事業の目的

および概要
【目的】個人の健康管理
【概要】脳ドックを含めた人間ドック利用者に対し、費用総額から１万円を除いた金額に対して
32,000円まで助成。

事業分類 3-ア, 3-イ

事業費(千円)
48,100 千円

対象者
資格  被保険者・被扶養者 対象事業所  全て 性別  男女 対象者分類  全員
年齢  35 〜 74

振り返り

評価 ５．100%

No. 内容
4 事業名

予算科目

疾病予防
事業の目的
および概要

【目的】早期発見、早期治療
【概要】人間ドックや健康診断等のオプション検査として、胸部ＣＴ、ＰＳＡ、マンモグラフィ
、乳房エコー、子宮がん検診、脳梗塞リスクマーカーについて、5,000円を上限に助成する。
なお、脳梗塞リスクマーカーについては対象年齢を５０歳以上とするが、平成28度をもって助成
終了。
平成29年度よりＡＢＣ分類（50歳以上）について助成開始。

事業分類 3-イ

事業費(千円)
15,050 千円

対象者
資格  被保険者・被扶養者 対象事業所  全て 性別  男女 対象者分類  全員
年齢  35 〜 74

振り返り

評価 ２．40%以上

No. 内容

実施状況・時期  35歳以上の被保険者および被扶養者に対し助成。
成功・推進要因  健康診断・特定健診から人間ドックへの需要が高まりつつあり、年々受検者は増加している。
課題及び阻害要因

受検者が増加しているため、併せて助成する額も増加しているので、なるべく安価なコースを設けている医療機関と契約する方向も考慮。

実施状況・時期  人間ドックまたは健康診断受診時にオプションとして受けた場合に助成。
成功・推進要因  オプションについても助成があるということで、人間ドックや健康診断等の受検率もアップしてきている。
課題及び阻害要因

 
当健康保険組合は女性の被保険者が少ないため、巡回の健康診断の場合に女性が受けられるオプションの検査項目がほとんどない。
胃部についてもABC検診を平成29年度より導入。

平成30年1月26日  [ この内容は未確定です。] 
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集団胃検診

インフルエンザの予防接種の補助

潮干狩り

5 事業名

予算科目 疾病予防 事業の目的
および概要

【目的】胃がん等の早期発見
【概要】県内29カ所で胃の検査を実施。

事業分類 3-イ

事業費(千円)
4,400 千円

対象者
資格  被保険者・被扶養者 対象事業所  全て 性別  男女 対象者分類  全員
年齢  35 〜 74

振り返り

評価 ４．80%以上

No. 内容
6 事業名

予算科目 疾病予防 事業の目的
および概要

【目的】インフルエンザの予防、重症化予防
【概要】インフルエンザ予防接種者に対し、1,500円の範囲内で助成。

事業分類 3-オ

事業費(千円)
3,800 千円

対象者
資格  被保険者・被扶養者 対象事業所  全て 性別  男女 対象者分類  全員
年齢  0 〜 74

振り返り

評価 ４．80%以上

No. 内容
7 事業名

予算科目 体育奨励 事業の目的
および概要

【目的】加入者の福利厚生と健康保持増進
【概要】木更津、江川海岸の潮干狩り利用者に対し、大人800円、小学生以下350円を助成。

事業分類 8-イ

実施状況・時期  ４〜５月の巡回健康診断時に胃部レントゲン検査を実施
成功・推進要因  受検者の自己負担がないので、受けやすい。ただし、平成30年度より自己負担1,000円にて実施。
課題及び阻害要因

人間ドック受検者は増えているものの、こちらの受検者数は横ばい。できればこちらの受検者を増やして人間ドック受検者を減らしたいところではある。また
、平成29年度よりABC分類についての助成を行っているため、今後のこの事業の在り方について検討の余地あり。

実施状況・時期  10月からインフルエンザ予防接種を受けた者について助成
成功・推進要因  インフルエンザとしての医療費は格段に減少。
課題及び阻害要因  各個人あての支給だと振込手数料が多くなるため、事業所の協力のもと各事業所ごとでの支給とする。

平成30年1月26日  [ この内容は未確定です。] 
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契約宿泊施設の補助

東京ディズニーリゾートの補助

事業費(千円)
310 千円

対象者
資格  被保険者・被扶養者 対象事業所  全て 性別  男女 対象者分類  全員
年齢  4 〜 74

振り返り

評価 １．39%以下

No. 内容
8 事業名

予算科目 体育奨励 事業の目的
および概要

【目的】加入者の福利厚生と健康保持増進
【概要】「プリンスホテル」と契約し、被保険者3,500円、被扶養者2,000円を助成。

事業分類 8-イ

事業費(千円)
555 千円

対象者
資格  被保険者・被扶養者 対象事業所  全て 性別  男女 対象者分類  全員
年齢  6 〜 74

振り返り

評価 ３．60%以上

No. 内容
9 事業名

予算科目
体育奨励 事業の目的

および概要
【目的】加入者の福利厚生と健康保持増進
【概要】東京ディズニーランド・東京ディズニーシーの利用に対し、大人1,500円、小学生以下1,
000円を助成。

事業分類 8-イ

事業費(千円)
2,300 千円

対象者
資格  被保険者・被扶養者 対象事業所  全て 性別  男女 対象者分類  全員
年齢  4 〜 74

実施状況・時期  ４〜８月まで参加者に対し利用券を配布。
成功・推進要因  なるべく多く歩いていただくため、受付から潮干狩り場まで一番距離のある江川海岸を選定。
課題及び阻害要因  東日本大震災以降、放射能について風評被害があり参加者が減少。

実施状況・時期  宿泊予約者に対し承認書を交付。
成功・推進要因  特になし
課題及び阻害要因  利用者の増減が年ごとに大きく違う。

平成30年1月26日  [ この内容は未確定です。] 
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振り返り

評価 ２．40%以上

実施状況・時期  参加者に対し利用券を配布。
成功・推進要因

 
機関紙やホームページ等で広報を行った。
東京ディズニーランド・東京ディズニーシーを利用することにより、パーク内を歩いていただくことにより健康増進となる。
また、加入者への受けもよい。

課題及び阻害要因  東京ディズニーランド・東京ディズニーシーの入園料が年々高騰しつつある。

平成30年1月26日  [ この内容は未確定です。] 
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定期健康診断

【事業主の取組】
No. 内容

1 事業名
事業の目的および概要 従業員の健康管理のため、事業主健診

を行う。 対象者 資格  被保険者 性別  男女 年齢  15 〜 74

振り返り

共同実施 有

実施状況・時期  受検者950名
成功・推進要因  健保からの補助があるため。
課題及び阻害要因  特になし

平成30年1月26日  [ この内容は未確定です。] 
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STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1
１人当たりの医療費がかなり高くなっている。
とくに６５歳以上の生活習慣病のもととなる高血圧、高脂血症、糖尿病な
どについてはかなり高くなりつつある。

 65歳以上の方を重点的に、レセプトから該当者を洗い出し、個別に保
健指導を行う。
とくに糖尿病、高血圧や高脂血症は脳梗塞などの脳血管障害に直結し
ているので、この年齢層の医療費をジェネリック医薬品への推進等で
抑え込めば医療費は減少する。



2 ジェネリック使用率は全健保よりも当健保の方が高いが、50歳以上の方の
ジェネリック医薬品に変更していない。  50歳以上の方にジェネリック医薬品の通知をする際に、わかりやすい

ように工夫をする。 

3
特定健診・健康診断についての課題
①　被保険者はともかくとして、被扶養者の受診率が非常に低い。
②　健診結果のよくない方への通知および指導。

 ①　パート先の健診結果の取得や、特定健診受診券で受診した場合の
無料化（他健保はほとんどが無料）、特定保健指導の無料化、巡回健
康診断の周知徹底など。
②　重症化予防という面からも、検診結果により個別に対応する。そ
の後のレセプトとの突合も行う。

基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1 男性の被保険者が８割以上を占める。
被扶養者の２５歳以上はほとんどが女性である。  男性の被保険者を中心とした対策を取るべきである。

とくに事業主と協力して、医療費削減に向けての検討を行いたい。

保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1 喫煙率が高いため健康診断や人間ドック受検時に、オプションとして胸部ＣＴに対して助
成を行っている。  喫煙率の低下を目指す。

2
消化器系の医療費が高いので、ＡＢＣ分類を推進していく。  助成の対象年齢が50歳以上となっているが、今後は対象年齢の引き下げも検討するべ

きである。
当健康保険組合の行っている巡回検診時にもＡＢＣ分類、および胃部レントゲン検査を
導入する。

ア，オ

ウ

エ

平成30年1月26日  [ この内容は未確定です。] 
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STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧
職場環境の整備

1 健康診断
加入者への意識づけ

1 機関紙の発行
2 医療費の通知
3 健康者表彰
4 ホームページの公開並びに活用

個別の事業
1 特定健康診査
2 特定保健指導
3 育児図書の配布
4 ジェネリック医薬品利用促進
5 人間ドックの補助
6 人間ドック以外の諸検診の補助
7 集団胃検診
8 インフルエンザの予防接種の補助
9 潮干狩り

10 契約宿泊施設の補助
11 東京ディズニーリゾートの補助
12 訪問保健指導

事業全体の目的
医療費を抑制するための手段の構築

事業全体の目標
糖尿病と新生物及び高血圧の医療費を全組合平均以下とする。

平成30年1月26日  [ この内容は未確定です。] 
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予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

アウトプット指標 アウトカム指標
職場環境の整備

疾
病
予
防

3 既
存 健康診断 全て 男女

15
〜
39

被保険
者 ３ イ

有所見者に対し受診勧奨
の通知を行い、後日レセ
プトにて確認。

ア

事業所の担当者に対し、
優所見者への受診勧奨を
行う。

9,300 - - - - -
４〜５月に巡回にて健康
診断を行う。事業所にて
個別に行った場合も助成
する。

４〜５月に巡回にて健康
診断を行う。事業所にて
個別に行った場合も助成
する。

４〜５月に巡回にて健康
診断を行う。事業所にて
個別に行った場合も助成
する。

４〜５月に巡回にて健康
診断を行う。事業所にて
個別に行った場合も助成
する。

４〜５月に巡回にて健康
診断を行う。事業所にて
個別に行った場合も助成
する。

４〜５月に巡回にて健康
診断を行う。事業所にて
個別に行った場合も助成
する。

健康診断を行い有所見者を少なくす
る。

特定健診・健康診断に
ついての課題
①　被保険者はともか
くとして、被扶養者の
受診率が非常に低い。
②　健診結果のよくな
い方への通知および指
導。

受検者の増加(【実績値】1,866人　【目標値】平成30年度：1,900人　平成31年度：1,910人　平成32年度：1,920人　平成33年度：1,930人　平成34年度：1,940人
　平成35年度：1,950人)受検者数の向上

有所見者数の減(【実績値】27.09％　【目標値】平成30年度：25％　平成31年度：24％　平成32年度：23％　平成33年度：22％　平成34年度：21％　平成35年度：20％)健康保持増進
加入者への意識づけ
保
健
指
導
宣
伝

2 既
存 機関紙の発行 全て 男女

15
〜
74

被保険
者 １ ス

-

ス

- 2,589 - - - - -
組合の現況、予算決算、
公示その他社会保険に関
する事項について発行す
る。
年始増刊号を発行する。

組合の現況、予算決算、
公示その他社会保険に関
する事項について発行す
る。
年始増刊号を発行する。

組合の現況、予算決算、
公示その他社会保険に関
する事項について発行す
る。
年始増刊号を発行する。

組合の現況、予算決算、
公示その他社会保険に関
する事項について発行す
る。
年始増刊号を発行する。

組合の現況、予算決算、
公示その他社会保険に関
する事項について発行す
る。
年始増刊号を発行する。

組合の現況、予算決算、
公示その他社会保険に関
する事項について発行す
る。
年始増刊号を発行する。

被保険者および被扶養者への事業状
況及び保健事業についてお知らせす
る。

該当なし（これまでの
経緯等で実施する事業
）

配布(【実績値】20,820冊　【目標値】平成30年度：20,900冊　平成31年度：20,910冊　平成32年度：20,920冊　平成33年度：20,930冊　平成34年度：20,940冊　
平成35年度：20,950冊)被保険者に配布

-
(アウトカムは設定されていません)

2 既
存 医療費の通知 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ス

-

ス

-
380 - - - - -

医療費支出適正化のため
窓口負担3,000円以上のレ
セプトについて通知する
。

医療費支出適正化のため
窓口負担3,000円以上のレ
セプトについて通知する
。

医療費支出適正化のため
窓口負担3,000円以上のレ
セプトについて通知する
。

医療費支出適正化のため
窓口負担3,000円以上のレ
セプトについて通知する
。

医療費支出適正化のため
窓口負担3,000円以上のレ
セプトについて通知する
。

医療費支出適正化のため
窓口負担3,000円以上のレ
セプトについて通知する
。

医療費支出適正化として行う。 １人当たりの医療費が
かなり高くなっている
。
とくに６５歳以上の生
活習慣病のもととなる
高血圧、高脂血症、糖
尿病などについてはか
なり高くなりつつある
。

通知(【実績値】7,190件　【目標値】平成30年度：7,200件　平成31年度：7,210件　平成32年度：7,220件　平成33年度：7,230件　平成34年度：7,240件　平成35
年度：7,250件)該当者に配布

受診者数（レセプト件数）の減(【実績値】136,099件　【目標値】平成30年度：136,000件　平成31年度：135,900件　平成32年度：135,800件　平成33年度：135,700件　平成34年度：135,600
件　平成35年度：135,500件)医療費の適正化

8 既
存 健康者表彰 全て 男女

17
〜
74

被保険
者 １ ア

記念品を贈る

ス

- 2,884 - - - - -
平成28年11月1日〜平成3
0年10月31日までの無受
診者と、引き続く5年以上
の無受診者に対し表彰す
る。

平成29年11月1日〜平成3
1年10月31日までの無受診
者と、引き続く5年以上の
無受診者に対し表彰する
。

平成30年11月1日〜平成3
2年10月31日までの無受診
者と、引き続く5年以上の
無受診者に対し表彰する
。

平成31年11月1日〜平成3
3年10月31日までの無受診
者と、引き続く5年以上の
無受診者に対し表彰する
。

平成32年11月1日〜平成3
4年10月31日までの無受診
者と、引き続く5年以上の
無受診者に対し表彰する
。

平成33年11月1日〜平成35
年10月31日までの無受診
者と、引き続く5年以上の
無受診者に対し表彰する
。

健康者に対して表彰を行う。 １人当たりの医療費が
かなり高くなっている
。
とくに６５歳以上の生
活習慣病のもととなる
高血圧、高脂血症、糖
尿病などについてはか
なり高くなりつつある
。

健康者の確保(【実績値】409人　【目標値】平成30年度：420人　平成31年度：425人　平成32年度：430人　平成33年度：435人　平成34年度：440人　平成35年
度：445人)受賞者が満足できるような賞品の選定

受診者数（レセプト件数）の減(【実績値】136,099件　【目標値】平成30年度：136,000件　平成31年度：135,900件　平成32年度：135,800件　平成33年度：135,700件　平成34年度：135,600
件　平成35年度：135,500件)-

2,8 既
存

ホームページ
の公開並びに
活用

全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ エ

-

ス

- 363 - - - - -
インターネットを通じて
当健康保険組合の事業状
況、保険給付の内容等を
公開。

インターネットを通じて
当健康保険組合の事業状
況、保険給付の内容等を
公開。

インターネットを通じて
当健康保険組合の事業状
況、保険給付の内容等を
公開。

インターネットを通じて
当健康保険組合の事業状
況、保険給付の内容等を
公開。

インターネットを通じて
当健康保険組合の事業状
況、保険給付の内容等を
公開。

インターネットを通じて
当健康保険組合の事業状
況、保険給付の内容等を
公開。

インターネットにて事業状況および
保健事業等を公開。

該当なし（これまでの
経緯等で実施する事業
）

更新回数(【実績値】7回　【目標値】平成30年度：8回　平成31年度：8回　平成32年度：9回　平成33年度：9回　平成34年度：10回　平成35年度：10回)加入者へ
周知徹底

-
(アウトカムは設定されていません)

個別の事業
特
定
健
康
診
査
事
業

3

既
存(

法
定)

特定健康診査 全て 男女
40
〜
74

被保険
者,被扶

養者
１ イ,ウ,シ

-

ア

- 16,202 - - - - -
40歳以上75歳未満の被保
険者に対し、特定健康診
査を行い一人につき4,200
円を助成する。
被扶養者に対しては、1,0
00円を自己負担とし残り
を助成する。

40歳以上75歳未満の被保
険者に対し、特定健康診
査を行い一人につき4,200
円を助成する。
被扶養者に対しては、1,0
00円を自己負担とし残り
を助成する。

40歳以上75歳未満の被保
険者に対し、特定健康診
査を行い一人につき4,200
円を助成する。
被扶養者に対しては、1,0
00円を自己負担とし残り
を助成する。

40歳以上75歳未満の被保
険者に対し、特定健康診
査を行い一人につき4,200
円を助成する。
被扶養者に対しては、1,0
00円を自己負担とし残り
を助成する。

40歳以上75歳未満の被保
険者に対し、特定健康診
査を行い一人につき4,200
円を助成する。
被扶養者に対しては、1,0
00円を自己負担とし残り
を助成する。

40歳以上75歳未満の被保
険者に対し、特定健康診
査を行い一人につき4,200
円を助成する。
被扶養者に対しては、1,0
00円を自己負担とし残り
を助成する。

特定健康診査の実施。 特定健診・健康診断に
ついての課題
①　被保険者はともか
くとして、被扶養者の
受診率が非常に低い。
②　健診結果のよくな
い方への通知および指
導。

受検者数(【実績値】2,109人　【目標値】平成30年度：2,200人　平成31年度：2,210人　平成32年度：2,220人　平成33年度：2,230人　平成34年度：2,240人　平
成35年度：2,250人)健診実施の促進

有所見率(【実績値】43.75％　【目標値】平成30年度：43％　平成31年度：42％　平成32年度：41％　平成33年度：40％　平成34年度：39％　平成35年度：38％)受検者の健康維持
特
定
保
健
指
導
事
業

4

既
存(

法
定)

特定保健指導 全て 男女
40
〜
74

基準該
当者 １ オ

-

ア

- 13,573 - - - - -
40歳以上75歳未満の被保
険者・被扶養者の特定健
康診査の実施結果により
、該当者に対し特定保健
指導として動機づけ支援
、積極的支援を実施。

40歳以上75歳未満の被保
険者・被扶養者の特定健
康診査の実施結果により
、該当者に対し特定保健
指導として動機づけ支援
、積極的支援を実施。

40歳以上75歳未満の被保
険者・被扶養者の特定健
康診査の実施結果により
、該当者に対し特定保健
指導として動機づけ支援
、積極的支援を実施。

40歳以上75歳未満の被保
険者・被扶養者の特定健
康診査の実施結果により
、該当者に対し特定保健
指導として動機づけ支援
、積極的支援を実施。

40歳以上75歳未満の被保
険者・被扶養者の特定健
康診査の実施結果により
、該当者に対し特定保健
指導として動機づけ支援
、積極的支援を実施。

40歳以上75歳未満の被保
険者・被扶養者の特定健
康診査の実施結果により
、該当者に対し特定保健
指導として動機づけ支援
、積極的支援を実施。

特定健康診査の実施により、対象者
に対して保健指導を行う。

特定健診・健康診断に
ついての課題
①　被保険者はともか
くとして、被扶養者の
受診率が非常に低い。
②　健診結果のよくな
い方への通知および指
導。

受診者数(【実績値】17人　【目標値】平成30年度：30人　平成31年度：32人　平成32年度：34人　平成33年度：36人　平成34年度：38人　平成35年度：40人)健
康保険組合連合会千葉連合会との共催、および平成29年度より当健康保険組合独自でも実施。

特定保健指導対象者率(【実績値】25.87％　【目標値】平成30年度：25％　平成31年度：25％　平成32年度：24％　平成33年度：24％　平成34年度：23％　平成35年度：23％)年々増加させてい
くことにより健康と向き合ってもらう

平成30年1月26日  [ この内容は未確定です。] 
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保
健
指
導
宣
伝

2,6 既
存

育児図書の配
布 全て 男女

15
〜
74

被保険
者 １ ス

-

ス

- 1,398 - - - - -
赤ちゃんが誕生した被保
険者とその家族に対し、
育児情報誌月刊「赤ちゃ
んとママ」を配布。誕生
時および医者にかかるま
でのことや育児の悩み等
についての参考図書とな
る。

赤ちゃんが誕生した被保
険者とその家族に対し、
育児情報誌月刊「赤ちゃ
んとママ」を配布。誕生
時および医者にかかるま
でのことや育児の悩み等
についての参考図書とな
る。

赤ちゃんが誕生した被保
険者とその家族に対し、
育児情報誌月刊「赤ちゃ
んとママ」を配布。誕生
時および医者にかかるま
でのことや育児の悩み等
についての参考図書とな
る。

赤ちゃんが誕生した被保
険者とその家族に対し、
育児情報誌月刊「赤ちゃ
んとママ」を配布。誕生
時および医者にかかるま
でのことや育児の悩み等
についての参考図書とな
る。

赤ちゃんが誕生した被保
険者とその家族に対し、
育児情報誌月刊「赤ちゃ
んとママ」を配布。誕生
時および医者にかかるま
でのことや育児の悩み等
についての参考図書とな
る。

赤ちゃんが誕生した被保
険者とその家族に対し、
育児情報誌月刊「赤ちゃ
んとママ」を配布。誕生
時および医者にかかるま
でのことや育児の悩み等
についての参考図書とな
る。

子供が生まれた家庭に対し、育児図
書を配布し医療費の抑制につなげる
。

該当なし（これまでの
経緯等で実施する事業
）

配布数(【実績値】349人　【目標値】平成30年度：350人　平成31年度：352人　平成32年度：354人　平成33年度：356人　平成34年度：358人　平成35年度：360
人)-

乳幼児受診者数(【実績値】1,083人　【目標値】平成30年度：1,000人　平成31年度：1,000人　平成32年度：980人　平成33年度：980人　平成34年度：970人　平成35年度：970人)0〜4歳の乳
幼児を対象

7 既
存

ジェネリック
医薬品利用促
進

全て 男女
35
〜
74

被保険
者,被扶

養者
１ キ,ク

-

ス

- 281 - - - - -
ジェネリック医薬品に変
更可能な先発医薬品使用
者を、レセプト情報より
抽出し対象者に通知する
。35〜74歳を対象とし、
負担軽減が300円以上見込
まれる方に対し通知。

ジェネリック医薬品に変
更可能な先発医薬品使用
者を、レセプト情報より
抽出し対象者に通知する
。35〜74歳を対象とし、
負担軽減が300円以上見込
まれる方に対し通知

ジェネリック医薬品に変
更可能な先発医薬品使用
者を、レセプト情報より
抽出し対象者に通知する
。35〜74歳を対象とし、
負担軽減が300円以上見込
まれる方に対し通知

ジェネリック医薬品に変
更可能な先発医薬品使用
者を、レセプト情報より
抽出し対象者に通知する
。35〜74歳を対象とし、
負担軽減が300円以上見込
まれる方に対し通知

ジェネリック医薬品に変
更可能な先発医薬品使用
者を、レセプト情報より
抽出し対象者に通知する
。35〜74歳を対象とし、
負担軽減が300円以上見込
まれる方に対し通知

ジェネリック医薬品に変
更可能な先発医薬品使用
者を、レセプト情報より
抽出し対象者に通知する
。35〜74歳を対象とし、
負担軽減が300円以上見込
まれる方に対し通知

ジェネリック医薬品への変更通知に
より医療費を抑制する。

ジェネリック使用率は
全健保よりも当健保の
方が高いが、50歳以上
の方のジェネリック医
薬品に変更していない
。

通知件数(【実績値】724件　【目標値】平成30年度：730件　平成31年度：740件　平成32年度：750件　平成33年度：760件　平成34年度：770件　平成35年度：7
80件)-

ジェネリック医薬品使用率の向上(【実績値】51.2％　【目標値】平成30年度：60％　平成31年度：61％　平成32年度：62％　平成33年度：63％　平成34年度：64％　平成35年度：65％)-

疾
病
予
防

3 既
存

人間ドックの
補助 全て 男女

35
〜
74

被保険
者,被扶

養者
１ イ,ウ

-

キ

- 48,100 - - - - -
年１回35歳以上のドック
受検者に対し32,000円の
範囲内で助成金を支給す
る。自己負担額は10,000
円とする。
ただし、特定健康診査、
健康診断の助成を受けた
者は、助成の対象外とす
る。

年１回35歳以上のドック
受検者に対し32,000円の
範囲内で助成金を支給す
る。自己負担額は10,000
円とする。
ただし、特定健康診査、
健康診断の助成を受けた
者は、助成の対象外とす
る。

年１回35歳以上のドック
受検者に対し32,000円の
範囲内で助成金を支給す
る。自己負担額は10,000
円とする。
ただし、特定健康診査、
健康診断の助成を受けた
者は、助成の対象外とす
る。

年１回35歳以上のドック
受検者に対し32,000円の
範囲内で助成金を支給す
る。自己負担額は10,000
円とする。
ただし、特定健康診査、
健康診断の助成を受けた
者は、助成の対象外とす
る。

年１回35歳以上のドック
受検者に対し32,000円の
範囲内で助成金を支給す
る。自己負担額は10,000
円とする。
ただし、特定健康診査、
健康診断の助成を受けた
者は、助成の対象外とす
る。

年１回35歳以上のドック
受検者に対し32,000円の
範囲内で助成金を支給す
る。自己負担額は10,000
円とする。
ただし、特定健康診査、
健康診断の助成を受けた
者は、助成の対象外とす
る。

人間ドックを行った者の健康管理を
行う。

特定健診・健康診断に
ついての課題
①　被保険者はともか
くとして、被扶養者の
受診率が非常に低い。
②　健診結果のよくな
い方への通知および指
導。

助成実施人数(【実績値】1,180人　【目標値】平成30年度：1,200人　平成31年度：1,220人　平成32年度：1,240人　平成33年度：1,260人　平成34年度：1,280人
　平成35年度：1,300人)-

医科一人当たり医療費(【実績値】80,042円　【目標値】平成30年度：80,000円　平成31年度：80,000円　平成32年度：79,500円　平成33年度：79,500円　平成34年度：79,000円　平成35年度：
79,000円)-

3 既
存

人間ドック以
外の諸検診の
補助

全て 男女
35
〜
74

被保険
者,被扶

養者
１ ウ

-

ス

- 15,050 - - - - -
35歳以上の被保険者およ
び被扶養者に対し、人間
ドックや健康診断、特定
健康診査のオプション検
査として、胸部ＣＴ・前
立腺腫瘍マーカー・マン
モグラフィー・乳房エコ
ー・子宮がん検診・ＡＢ
Ｃ検診を行った場合、5,0
00円を上限として助成す
る。ただし、ＡＢＣ検診
は50歳以上とする。

35歳以上の被保険者およ
び被扶養者に対し、人間
ドックや健康診断、特定
健康診査のオプション検
査として、胸部ＣＴ・前
立腺腫瘍マーカー・マン
モグラフィー・乳房エコ
ー・子宮がん検診・ＡＢ
Ｃ検診を行った場合、5,0
00円を上限として助成す
る。ただし、ＡＢＣ検診
は50歳以上とする。

35歳以上の被保険者およ
び被扶養者に対し、人間
ドックや健康診断、特定
健康診査のオプション検
査として、胸部ＣＴ・前
立腺腫瘍マーカー・マン
モグラフィー・乳房エコ
ー・子宮がん検診・ＡＢ
Ｃ検診を行った場合、5,0
00円を上限として助成す
る。ただし、ＡＢＣ検診
は50歳以上とする。

35歳以上の被保険者およ
び被扶養者に対し、人間
ドックや健康診断、特定
健康診査のオプション検
査として、胸部ＣＴ・前
立腺腫瘍マーカー・マン
モグラフィー・乳房エコ
ー・子宮がん検診・ＡＢ
Ｃ検診を行った場合、5,0
00円を上限として助成す
る。ただし、ＡＢＣ検診
は50歳以上とする。

35歳以上の被保険者およ
び被扶養者に対し、人間
ドックや健康診断、特定
健康診査のオプション検
査として、胸部ＣＴ・前
立腺腫瘍マーカー・マン
モグラフィー・乳房エコ
ー・子宮がん検診・ＡＢ
Ｃ検診を行った場合、5,0
00円を上限として助成す
る。ただし、ＡＢＣ検診
は50歳以上とする。

35歳以上の被保険者およ
び被扶養者に対し、人間
ドックや健康診断、特定
健康診査のオプション検
査として、胸部ＣＴ・前
立腺腫瘍マーカー・マン
モグラフィー・乳房エコ
ー・子宮がん検診・ＡＢ
Ｃ検診を行った場合、5,0
00円を上限として助成す
る。ただし、ＡＢＣ検診
は50歳以上とする。

健康診断や人間ドック受検時におけ
るオプション検査について助成する
。

該当なし（これまでの
経緯等で実施する事業
）

利用者数(【実績値】1,847人　【目標値】平成30年度：1,900人　平成31年度：1,910人　平成32年度：1,920人　平成33年度：1,930人　平成34年度：1,940人　平
成35年度：1,950人)受検率の向上

子宮の悪性新生物一人当たり医療費(【実績値】260円　【目標値】平成30年度：250円　平成31年度：250円　平成32年度：245円　平成33年度：245円　平成34年度：240円　平成35年度：240円
)-
乳房の悪性新生物一人当たり医療費(【実績値】1,040円　【目標値】平成30年度：1,030円　平成31年度：1,030円　平成32年度：1,020円　平成33年度：1,020円　平成34年度：1,010円　平成35
年度：1,010円)-
胃部の悪性新生物及び消化器系疾患の一人当たり医療費(【実績値】7,000円　【目標値】平成30年度：6,900円　平成31年度：6,900円　平成32年度：6,850円　平成33年度：6,850円　平成34年度
：6,800円　平成35年度：6,800円)-

3 既
存 集団胃検診 全て 男女

35
〜
74

被保険
者,被扶

養者
１ ウ

-

キ

- 4,400 - - - - -
35歳以上の被保険者・被
扶養者を対象に４〜５月
の巡回の健康診断時に検
査を実施する。
平成30年度より自己負担
が無料だったものを、自
己負担1,000円とする。

35歳以上の被保険者・被
扶養者を対象に４〜５月
の巡回の健康診断時に検
査を実施する。
自己負担1,000円

35歳以上の被保険者・被
扶養者を対象に４〜５月
の巡回の健康診断時に検
査を実施する。
自己負担1,000円

35歳以上の被保険者・被
扶養者を対象に４〜５月
の巡回の健康診断時に検
査を実施する。
自己負担1,000円

35歳以上の被保険者・被
扶養者を対象に４〜５月
の巡回の健康診断時に検
査を実施する。
自己負担1,000円

35歳以上の被保険者・被
扶養者を対象に４〜５月
の巡回の健康診断時に検
査を実施する。
自己負担1,000円

胃の新生物及び胃炎、胃潰瘍を早期
発見し治療する。

該当なし（これまでの
経緯等で実施する事業
）

受検者数(【実績値】267人　【目標値】平成30年度：320人　平成31年度：325人　平成32年度：220人　平成33年度：330人　平成34年度：335人　平成35年度：2
30人)平成30年度より自己負担が無料だったものを、自己負担1,000円としたため、受検者数は平成28年度より減少すると思われる。
なお、平成29年度はＡＢＣ分類を行い、ＡＢＣ分類の検査を受けた方はこの事業には参加できなかったため、受検者数は減っている。また、平成29年度にＡＢＣ分
類を受けた方は、平成32年度にまたＡＢＣ分類を受けられるようになっているため、平成32年度の受検者数は減少する見込みである。

有所見者率(【実績値】1.5％　【目標値】平成30年度：4.5％　平成31年度：4.2％　平成32年度：1.4％　平成33年度：4.1％　平成34年度：4％　平成35年度：1.3％)平成29年度はABC分類の検査
を50歳以上の方に行い、高齢の方がこの検査を受けていないため有所見率は低い。

3 既
存

インフルエン
ザの予防接種
の補助

全て 男女
0
〜
74

加入者
全員 １ ス

-
ア

- 3,800 - - - - -
被保険者・被扶養者を対
象に1,500円を上限として
助成する。

被保険者・被扶養者を対
象に1,500円を上限として
助成する。

被保険者・被扶養者を対
象に1,500円を上限として
助成する。

被保険者・被扶養者を対
象に1,500円を上限として
助成する。

被保険者・被扶養者を対
象に1,500円を上限として
助成する。

被保険者・被扶養者を対
象に1,500円を上限として
助成する。

インフルエンザの医療費を抑制する
。

該当なし（これまでの
経緯等で実施する事業
）

接種者数(【実績値】1,996人　【目標値】平成30年度：2,000人　平成31年度：2,010人　平成32年度：2,020人　平成33年度：2,030人　平成34年度：2,040人　平
成35年度：2,050人)-

インフルエンザ一人当たり医療費(【実績値】1,559円　【目標値】平成30年度：1,550円　平成31年度：1,550円　平成32年度：1,540円　平成33年度：1,540円　平成34年度：1,530円　平成35年
度：1,530円)インフルエンザに対する医療費の抑制

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

アウトプット指標 アウトカム指標

平成30年1月26日  [ この内容は未確定です。] 
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2,5,6 新
規 訪問保健指導 全て 男女

60
〜
74

基準該
当者 １ オ,ク

-

ケ

- 730 - - - - -
60歳以上の被保険者・被
扶養者の中から、生活習
慣病に罹患している者を
抽出し、外部委託した保
健師が訪問指導する。

60歳以上の被保険者・被
扶養者の中から、生活習
慣病に罹患している者を
抽出し、外部委託した保
健師が訪問指導する。

60歳以上の被保険者・被
扶養者の中から、生活習
慣病に罹患している者を
抽出し、外部委託した保
健師が訪問指導する。

60歳以上の被保険者・被
扶養者の中から、生活習
慣病に罹患している者を
抽出し、外部委託した保
健師が訪問指導する。

60歳以上の被保険者・被
扶養者の中から、生活習
慣病に罹患している者を
抽出し、外部委託した保
健師が訪問指導する。

60歳以上の被保険者・被
扶養者の中から、生活習
慣病に罹患している者を
抽出し、外部委託した保
健師が訪問指導する。

60歳以上の方の医療費の抑制 １人当たりの医療費が
かなり高くなっている
。
とくに６５歳以上の生
活習慣病のもととなる
高血圧、高脂血症、糖
尿病などについてはか
なり高くなりつつある
。

指導対象者(【実績値】20人　【目標値】平成30年度：22人　平成31年度：22人　平成32年度：24人　平成33年度：24人　平成34年度：30人　平成35年度：30人)- 前期高齢者の一人当たり医療費(【実績値】896,424円　【目標値】平成30年度：896,000円　平成31年度：895,000円　平成32年度：894,000円　平成33年度：893,000円　平成34年度：892,000
円　平成35年度：891,000円)-

体
育
奨
励

8 既
存 潮干狩り 全て 男女

4
〜
74

被保険
者,被扶

養者
１ ス

-

ス

- 310 - - - - -
「江川海岸」において潮
干狩りを実施した場合、
被保険者・被扶養者を対
象に大人（中学生以上）
一人につき800円、小人（
小学生以下）一人につき3
50円を補助する。

「江川海岸」において潮
干狩りを実施した場合、
被保険者・被扶養者を対
象に大人（中学生以上）
一人につき800円、小人（
小学生以下）一人につき3
50円を補助する。

「江川海岸」において潮
干狩りを実施した場合、
被保険者・被扶養者を対
象に大人（中学生以上）
一人につき800円、小人（
小学生以下）一人につき3
50円を補助する。

「江川海岸」において潮
干狩りを実施した場合、
被保険者・被扶養者を対
象に大人（中学生以上）
一人につき800円、小人（
小学生以下）一人につき3
50円を補助する。

「江川海岸」において潮
干狩りを実施した場合、
被保険者・被扶養者を対
象に大人（中学生以上）
一人につき800円、小人（
小学生以下）一人につき3
50円を補助する。

「江川海岸」において潮
干狩りを実施した場合、
被保険者・被扶養者を対
象に大人（中学生以上）
一人につき800円、小人（
小学生以下）一人につき3
50円を補助する。

潮干狩りにて歩行を促し健康増進に
つなげる。

該当なし（これまでの
経緯等で実施する事業
）

利用者数(【実績値】145人　【目標値】平成30年度：150人　平成31年度：150人　平成32年度：155人　平成33年度：155人　平成34年度：160人　平成35年度：1
60人)事業所にイベント告知案内を実施

アウトカムを設定しにくい事業
(アウトカムは設定されていません)

8 既
存

契約宿泊施設
の補助 全て 男女

6
〜
74

被保険
者,被扶

養者
１ ス

-

ス

- 555 - - - - -
契約宿泊施設「プリンス
ホテル」を利用した場合
、年一回被保険者一人に
つき3,500円、被扶養者一
人につき2,000円を補助す
る。

契約宿泊施設「プリンス
ホテル」を利用した場合
、年一回被保険者一人に
つき3,500円、被扶養者一
人につき2,000円を補助す
る。

契約宿泊施設「プリンス
ホテル」を利用した場合
、年一回被保険者一人に
つき3,500円、被扶養者一
人につき2,000円を補助す
る。

契約宿泊施設「プリンス
ホテル」を利用した場合
、年一回被保険者一人に
つき3,500円、被扶養者一
人につき2,000円を補助す
る。

契約宿泊施設「プリンス
ホテル」を利用した場合
、年一回被保険者一人に
つき3,500円、被扶養者一
人につき2,000円を補助す
る。

契約宿泊施設「プリンス
ホテル」を利用した場合
、年一回被保険者一人に
つき3,500円、被扶養者一
人につき2,000円を補助す
る。

契約宿泊施設にてメンタル的な滋養
を促す。

該当なし（これまでの
経緯等で実施する事業
）

利用者数(【実績値】81人　【目標値】平成30年度：85人　平成31年度：85人　平成32年度：90人　平成33年度：90人　平成34年度：95人　平成35年度：95人)- アウトカムを設定しにくい事業。
(アウトカムは設定されていません)

8 既
存

東京ディズニ
ーリゾートの
補助

全て 男女
4
〜
74

被保険
者,被扶

養者
１ ス

-

ス

- 2,300 - - - - -
東京ディズニーリゾート
を利用した場合、年一回
被保険者および被扶養者
を対象に大人一人につき1
,500円、小人一人につき1
,000円を補助する。

東京ディズニーリゾート
を利用した場合、年一回
被保険者および被扶養者
を対象に大人一人につき1
,500円、小人一人につき1
,000円を補助する。

東京ディズニーリゾート
を利用した場合、年一回
被保険者および被扶養者
を対象に大人一人につき1
,500円、小人一人につき1
,000円を補助する。

東京ディズニーリゾート
を利用した場合、年一回
被保険者および被扶養者
を対象に大人一人につき1
,500円、小人一人につき1
,000円を補助する。

東京ディズニーリゾート
を利用した場合、年一回
被保険者および被扶養者
を対象に大人一人につき1
,500円、小人一人につき1
,000円を補助する。

東京ディズニーリゾート
を利用した場合、年一回
被保険者および被扶養者
を対象に大人一人につき1,
500円、小人一人につき1,
000円を補助する。

東京ディズニーリゾートにて歩行を
促し健康増進につなげる。

該当なし（これまでの
経緯等で実施する事業
）

利用者数(【実績値】938人　【目標値】平成30年度：950人　平成31年度：950人　平成32年度：960人　平成33年度：960人　平成34年度：970人　平成35年度：9
70人)-

アウトカムを設定しにくい事業
(アウトカムは設定されていません)

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

アウトプット指標 アウトカム指標

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注３) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用（情報提供でのＩＣＴ活用など）  オ．専門職による対面での健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施

キ．定量的な効果検証の実施  ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  シ．事業主と健康課題を共有  ス．その他
注４) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．専門職との連携体制の構築（産業医・産業保健師を除く）  エ．他の保険者との共同事業  オ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  カ．自治体との連携体制の構築  キ．医療機関・健診機関との連携体制の構築

ク．保険者協議会との連携体制の構築  ケ．その他の団体との連携体制の構築  コ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  サ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  シ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  ス．その他

平成30年1月26日  [ この内容は未確定です。] 

24


	データヘルス計画  第2期計画書
	最終更新日：平成 30 年 01 月 26 日
	千葉県自動車販売整備健康保険組合

	STEP１-１ 基本情報
	STEP１-２ 保健事業の実施状況
	STEP２ 健康課題の抽出
	STEP３ 保健事業の実施計画

